
職業訓練指導員の養成等に関する検討概要及び方向性（１／２）

職業訓練指導員の養成等に関する検討委員会 検討委員会における検討結果 検討結果に対する対応状況

検討委員会

委員会メンバー
・厚生労働省
・都道府県（福島県、千葉県、静岡県、佐賀県）
・（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構

課題

・若年職業訓練指導員の安定的な確保
・民間企業等の実務経験のある者の確保

・スキルアップ訓練等の効果的な実施

検討事項

①職業訓練指導員の認知度の向上

②養成課程の検証及び見直しによる供給体制の整備

③職業訓練指導員免許に係る取得要件の見直し

④中長期的な職業訓練指導員の育成

国・都道府県・機構が連携した職業訓練指導員
の周知・広報活動の実施

職業訓練指導員情報総合サイトの開設

・開設・運営は機構において実施予定
・機構に情報総合サイト運営委員会の設置予定
＜掲載予定＞
・職業訓練指導員紹介動画
・職業訓練指導員の活動情報
・各機関における募集情報や免許取得方法
等

①ものづくりイベントへの紹介ブース設置
＜実績＞
・若年者ものづくり競技大会（愛知）
・技能五輪全国大会（栃木）
②企業等退職者に対する紹介活動
＜実績＞
・自衛隊早期退職者に対する紹介
③大学に対する広報強化（就職部から教授まで）
④愛称・キャッチフレーズを活用した広報
＜実績＞
・テクノインストラクター

～技で未来を切り開く～職業訓練指導員免許の受験資格及び免除資格の
拡大

職業訓練指導員養成課程等の仕組みの見直し

【省令改正が必要な検討事項】

②職業訓練指導員免許の受験資
格及び免除資格の拡大

①職業訓練指導員養成課程等の
仕組みの見直し

1

１ 職業訓練指導員の安定確保

２ 質の高い職業訓練指導員の育成及び早期現場配置

検討事項①

検討事項①

検討事項③

検討事項②及び④

総合課程、応用課程等、修了時に免許取得がで
きないこと（修了後、長期養成課程を受講）

長期養成課程において、専門課程担当までのレ
ベルの指導員を養成することから現場配置に時
間を要していること

【改正点】
・指導員養成課程の受講対象者の見直し

⇒総合課程在学中の短期養成課程の受講
・指導員養成期間の短縮

⇒普通課程担当者資格の創設
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一部の指導員免許については、業界で広く認知
されている主要な資格が受験資格及び免除資格
となっていない場合があり、免許が取りにくく
なっていること

【改正点】
・業界で広く認知されており、職業訓練指導員に必要
な技能が取得できる民間資格を新たに加えること

【平成30年度予算措置】

【運用による実施】

資料４－２



○指導員が不足している「溶接科」の指導員免許について、業界で広く認知されており、職業訓
練指導員に必要な技能が取得できる民間資格を新たに加えることで指導員の安定的確保を図る

（対象者）
指導員経験３～５年目
の指導員

（訓練内容）
専門課程担当者資格者
相当の科目

（訓練期間）
１年程度（OJT含む）

（取得できる免許）
専門課程担当資格

職業訓練指導員の養成等に関する検討概要及び方向性（２／２）

現状（平成２６年度改正） 検討案（平成３１年度以降）

長期養成課程（２年（1800hを上限に短縮可））

総合課程
修了

応用課程
修了

一般工科
大卒

１ 年 目 ２ 年 目区 分

能力開発科目 1年目 技能・技術力２年目

能力開発科目1年間

短期
指導力コース 能力審査

（普通課程）

実務経験者
(指導員候
補者)

総合課程
入校

短期養成課程
（総合課程併用コース）

指導員免許取得
希望者は追加履修
（3年次～）

応用課程
修了

一般工科
大卒

能力開発科目1年間

技能・技術力
（６ヶ月）

６ヶ月

指導力コース
（６ヶ月）

指導力コース
（６ヶ月）

②職業訓練指導員免許の受験資格及び免除資格の拡大
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（追加する資格（案））
ガス溶接作業主任者免許
溶接技能者、溶接作業指導者 他

（現行）
特別ボイラー溶接士免許又は
普通ボイラー溶接士免許を有する者

H27年度受験者数
約2,000名

H27年度受験者数
10万人以上

受験者
約50倍

総合課程＋短期養成課程

総合課程
（平成30年度から新カリキュラム）

応用課程＋短期養成課程

一般工科大＋短期養成課程

１ 年 目

区 分

短期養成課程（ 140h以上で1年以内）

専門課程
担当資格

専門課程
担当資格

専門課程
担当資格

普通課程
担当資格

１年以内区 分

普通課程
担当資格

普通課程
担当資格

普通課程
担当資格

専門課程
担当資格

６ヶ月早く
現場へ

１年早く
現場へ

１年早く
現場へ

長期養成課程
（研修コース）

○職業訓練指導員情報総合サイトの設計（平成30年3
月末迄）
○短期養成課程の新たなコースについて、訓練カリ
キュラムの作成（平成30年3月末迄）
○省令改正に向けた準備

今後の予定

①職業訓練指導員養成課程等の仕組みの見直し

指導力
技能・技術力
訓練ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ力
ｷｬﾘｱｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ力
ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ力
ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ力
問題発見解決力

指導力
技能・技術力

【習得する能力】【習得する能力】

（平成３０年４月施行予定）

指導力
技能・技術力
訓練ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ力
ｷｬﾘｱｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ力
ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ力
ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ力
問題発見解決力

【習得する能力】

【現場経験のある指導員が
スキルアップする仕組み】

1年目 2年目 3年目 4年目

【短期間で若年指導員を養成する仕組み】
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